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      上海で新潟産米プロモーション事業開催 

 

２０２１年１０月２５日‐１１月２日、上海ア

ピタにおいて、新潟市産米を中国本土で販売する

コメ卸業者神明と連携した新潟市産米プロモー

ション事業を行いました。会場では、新潟市作成

の新潟産米のプロモーション動画（生産編・消費

編）を放映し、新潟市産米がどのように生産され、

消費されているかを紹介。また、北京事務所作成

による「おにぎりブック」により新潟産米の魅力

と様々なおにぎりの具材を提案、併せて新潟市北

京事務所の活動についても紹介する好機となりました。 

 週末には、炊き立てのお米の試食会をするな

どして、３月北京でのプロモーション事業の３

倍以上の売り上げを記録しました。新潟聯誼会

（新潟大学等留学経験者やゆかりのある中国人

の OB会）や上海新潟県人会のご協力にも改めて

感謝申し上げます。 

 北京や上海でのプロモーション事業の結果を

ふまえ、引き続き中国市場における新潟産米の

プレゼンスをさらに向上させる取り組みを行っ

て参ります。（池田） 

 

 

     野外展示会でキャプテンスタッグ（北京市） 

 

２０２１年１０月２３日（土）、２４日（日）両日、北京市中心部の市民の人気スポ

ット「朝陽公園」において、モーターバイクの

野外展示会が開催されました。Kawasakiの展示

エリアは、キャプテンスタッグ（新潟のアウト

ドア用品ブランド）用品で装飾されていて、お

しゃれな空間を醸し出していました。 

近年中国の若者や富裕層の余暇の過ごし

方も多様化してきている中、自然豊かな郊外

でのバーベキューやキャンプ等、アウトドア

で楽しむ人が、今後益々増えていくことが予

想されています。新潟市北京事務所も広域連

携の一環として引き続き応援させていただ

きたいと思います。（池田） 
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ＩＭＦ（国際通貨基金）は１０月１２日、最新の各国ＧＤＰ予測を発表したが、前

回の予測（７月）より、世界経済はやや悪化するという厳しいものになっている。主

な国・地域の成長予測は以下の通り。 

国・地 域     ２０２１年成長率  ２０２２年成長率 

世界全体      ５．９％      ４．９％ 

米  国      ６．０％      ５．２％ 

ユーロ圏      ５．０％      ４．３％ 

日  本      ２．４％      ３．２％ 

中  国      ８．０％      ５．６％ 

インド       ９．５％      ８．５％ 

ＡＳＥＡＮ５※   ２．９％      ５．８％ 

ロシア       ４．７％      ２．９％ 

ブラジル      ５．２％      １．５％ 

南  ア      ５．０％      ２．２％ 

※インドネシア、フィリピン、ベトナム、マレーシア、タイ 

 全体として、２０２１年は新型コロナ蔓延の影響で落ち込んだ過去２年の反動もあ

り、回復傾向だが、２０２２年は下降に転じるという予測だ。これは新型コロナ変異

株の再度感染増加リスクや、新型コロナと米中経済摩擦によるサプライチェーンの分

断、市場の混乱などを予想した結果だ。世界経済の完全回復は、なお道遠しというと

ころか。 

 中国経済とて世界経済の不透明さの影響から逃れる事は出来ない。更に、中国独自

の要因もあり、経済は減速気味である。ＩＭＦの予測では、２０２２年中国の成長率

は、米国のレベルまで下がり、ＡＳＥＡＮ５、インドより低くなる。２０２１年、中

国の第１四半期（１月－３月）成長率は、新型コロナを抑え込んだことにより、経済

は急回復し、成長率は対前年同期比＋１８．３％となった。第２四半期（４月－６月）

は少し落ち着き＋７．９％、ところが第３四半期（７月－９月）はかなり低い＋４．

９％だった。これは世界経済が依然低レベルで推移している影響もあるが、国内要因

としては幾つか考えられる。それは①電力不足による鉱工業生産の停滞、②新型コロ

ナ再拡大と「ゼロコロナ対策」で、活動制限の強化による、卸小売り、飲食・宿泊な

ど消費の下振れ、③不動産市場の混乱。政府の不動産投資抑制策による、住宅需要の

落ち込み、④米中経済戦争の影響で、半導体不足、⑤固定資産投資の減速、⑥石炭、

石油の品不足、高騰、などである。 

 これらの要因を全て取り上げ論じれば、文字数が膨大になるので、今回はこの中の

電力不足とその背景を考えてみる。電力不足の主な原因は石炭不足である。中国は世

界有数の産炭国であり、世界１の消費国でもある。今や世界最大の問題は、気候変動

と温室効果ガス排出削減問題だと言える。これは石炭の最大消費国としての中国にと

っては、大変頭の痛い問題なのだ。原因は中国の１次エネルギー構成の後進性にある。

これを理解するために、幾つかの数字を挙げてみる。 

表１：２０２０年主要国の１次エネルギー使用比率（％） 

国   別  石 油  天然ガス  石炭  原子力  水力  再生可能 

世界全体   ３１   ２５    ２７   ４    ７    ６ 

中   国  ２０    ８    ５７   ２    ８    ５ 

米   国  ３７   ３４    １１   ８    ３    ７ 

西園寺 一晃先生の 
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日   本  ３８   ２２    ２７   ２    ４    ７ 

イ ン ド  ２８    ７    ５５   １    ５    ４ 

ロ シ ア  ２３   ５１    １２   ７    ７    ０ 

（国際石油資本ＢＰ社「エネルギー白書２０２０」） 

 この表を見てわかる通り、主要エネルギーの中で、温室効果ガス排出が一番多いと

言われる石炭の使用量は、中国とインドが特出している。しかし、１次エネルギー構

成から見て、この比率を一気に変える事は難しい。また石炭使用量の絶対数は、中国

が断然多い。表２は、石炭採掘量と消費量である。消費量から採掘量を差し引いた量

が輸入という事になる。 

表２，２０１９年国別石炭採掘量と消費量 

国   別  石 炭 採 掘 量    石 炭 消 費 量 

中   国  ３８億８３００万㌧    ４１億７７００万㌧ 

イ ン ド   ６億４８００万㌧     ８億８８００万㌧ 

米   国   ６億４１００万㌧     ５億３４００万㌧ 

インドネシア  ６億１６００万㌧     １億３８００万㌧ 

豪   州   ５億０４００万㌧     １億０２００万㌧ 

（米国エネルギー情報局） 

 石炭の使用量は、中国が圧倒的に多い。従って、ＣＯ₂の排出量も世界１だ。 

表３，ＣＯ₂排出量（２０１８年・１００万トン） 

１， 中 国  ９５７１ 

２， 米 国  ４９２１ 

３， インド  ２３０８ 

４， ロシア  １５８７ 

５， 日 本  １０８１ 

（ＩＥＡ国際エネルギー機関） 

 このような中で、近年温室効果ガスの削減問題に世界的な関心が高まっていた。当

然上記の５大排出国に対する風当たりは厳しくなり、削減対策は待ったなしだ。トラ

ンプ時代、米国はＣＯＰからの離脱をしたが、バイデンになり復帰したばかりでなく、

ＣＯＰの主導権を握るべく、積極姿勢を見せている。温室効果ガス最大排出国である

中国も、積極的に取り組まざるを得ない状況に追い込まれていた。習近平は、この問

題に前向きだった。それは①この問題は、世界共通の問題であり、積極的になる事に

より国際社会と協調することができる。そうしないと、中国は国際社会の中で孤立す

る。②激しく対立する米国とは、この問題に関しては「共通の利益」を有する。この

問題での協力により、米中の対立状態を緩和することができる。③身を切る努力が必

要だが、国内の前近代的な産業構造の部分を、外圧を利用して転換、改造する。 

 ２０２０年１２月、国連の気候変動に関するバーチャル形式の会議で、中国はこの

問題に関する幾つかの目標と対策を発表した。それは、ＧＤＰ当たりの温室効果ガス

排出量を、２０３０年までに２００５年比で、６５％以上削減する、風力、太陽光な

どの再生可能エネルギーによる発電能力を、２０３０年までに１２００ＧＷ以上確保

し、１次エネルギーに占める非化石燃料の比率目標を２０－２５％に高めるなどであ

る。これらの内容を基礎に、２０２１年１０月、中国は温室効果ガス削減の、２０３

０年までの行動計画を発表した。それは、排出量を２０３０年までに減少に転じさせ

る、再生可能エネルギーの大幅増加、産業の効率化の加速度推進などだ。これに先立

ち、習近平は今年９月の国連総会一般演説で、石炭火力発電の「新たな輸出停止」を

宣言した。中国は近年、対外石炭火力発電の最大投資国になり、特に２０１５－２０

１７年に、発展途上国への投資、輸出が急増していた。この輸出停止は、中国にとっ
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て経済的には大きな痛手だが、国際的な批判をかわし、米国との協調を進めるために

は格好な材料でもあった。１０月１０日、バイデン・習近平電話会談が行われたが、

温室効果ガス、気候変動での協力が大きなテーマだった。この問題で、米中とも協力

することに前向きである。１１月１０日、米中両国は共同声明を発表し、「パリ協定

に基づいて、世界の平均気温上昇を２度未満、１．５度に抑えるため、両国は協力し

て取り組む」と表明した。具体的には、ＣＯ₂の２０倍以上の温室効果があると言われ

るメタンの排出削減に協力することで一致、近く具体的協議をすることになった。中

国の温室効果ガス・気候変動問題の責任者解振華は、「この問題では、協力が唯一の

選択肢」と述べている。 

 習近平は、ＣＯＰ２６首脳サミットに書面参加、①多国間コンセンサス順守と多国

間主義、②実際行動の重要性と、先進国の発展途上国に対する支援、③エネルギー構

造と産業構造の転換、発展と保護の両立、を強調した。なお、習近平は最近よく「人

と自然の生命共同体」という言葉を多用している。 

 温室効果ガス・気候変動という限られた分野ではあるが、最近米中の接近が目立つ。

特に中国は非常に積極的で、習近平自らが先頭に立っている感じだ。ある中国の友人

の話では、今年の７月１日、中国共産党は建党１００周年を迎え、様々な行事が行わ

れた。これ以後、習近平指導部は、「米中関係緩和」に向けて走り出したと言う。ト

ランプの時代、米中２国間で始まった「貿易摩擦」は、「ハイテク摩擦」に発展、「軍

事・安全保障」問題にまで拡大した。トランプの時代は、すべて２国間対立だったが、

バイデンになって「米国主導の国の集団」による中国封じ込めが図られるようになっ

た。ＱＵＡＤ（米豪日印）やＡＵＫＵＳ（米豪英）などだ。中国にとっては、非常に

厳しい状況である。この状況を緩和させる突破口として、この温室化ガス排出の削減

は非常に受けられ易いテーマなのである。これまで２０５０年までに温室効果ガスゼ

ロ宣言をしたのは米国、英国、フランス、イタリア、日本などであり、中国は２０６

０年、インドは２０７０までにカーボンニュートラル（脱炭素社会）を目指すとして

いる。ただ発展途上国は、先進国よりハードルが高い。特に中国、インドといった発

展途上国で、１次エネルギーの中で石炭の比率が高い国は、そう簡単ではない。先進

国の中でも、それぞれの国の状況は異なる。英国が提唱した、２０３０年までに石炭

火力発電を廃止する案は、Ｇ７の中でも足並みが揃わなかった。フランス、イタリア、

カナダは賛成したが、米国と日本は賛成しなかった。同じく英国が提案した、２０４

０年までに、販売する新車をＣＯ₂を出さない「ゼロエミッション車」にする件につい

ても、米国、日本、ドイツ、中国などは賛成を見送った。中国は「表１」の通り、非

化石燃料の消費割合は、２０２０年の時点で約１５％だが、２０２５年に２０％、２

０３０年に２５％に高める計画だ。 

 さて、問題はここからである。中国は国際社会での孤立を恐れ、米国との対立の緩

和を図るためにも、かなり無理して、温室効果ガス排出規制の目標と計画を打ち出し

た。短期的には、ある程度の経済的損失を覚悟の上だったと思われる。すでに今年４

月には、習近平は次のように述べている。「今後石炭火力発電を厳しく制限してゆく。

２０２５年までに石炭の消費の伸びを抑え込み、２０３０年までに徐々に減らしてゆ

く」。そして政府は省、自治区、直轄市にエネルギー消費量の削減ノルマを課したの

である。このノルマについて、８月には上半期の削減実績を各省に通知した。ノルマ

を達成できなかった地方は、遅れを取り戻すため石炭発電の削減をさらに強化したの

である。ＣＯ₂排出を抑えるには、石炭の生産と火力発電を抑制するのが手っ取り早い

わけだ。多くの炭鉱が閉鎖され、あるいは採掘制限が行われた。一部の火力発電所は

ストップした。それでなくとも電力の供給は、需要の爆発に追いつかないのに、石炭

生産を抑制し、発電所の一部を止めたら、電力供給が危機的状況に陥るのは必然であ
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った。以下は中国の発電比率である。 

表４，中国の発電（２０１８年） 

総発電量       ７１５０９ＫＷｈ 

 うち水力発電    １２３１８ＫＷｈ 

 うち火力発電    ５０９６３ＫＷｈ 

 うち原子力発電    ２９４４ＫＷｈ 

 うち風力発電     ３６６０ＫＷｈ 

 火力発電は全体の７１．３％を占め、このうちの石炭火力は約６割である。中国の

電力にとって、石炭がどれだけ重要かが分かる。ＣＯ₂排出削減と火力発電、特に石炭

火力は矛盾する。一番良いのは、石炭を含む化石燃料による発電から、非化石燃料の、

太陽光や風力発電に換えるの事だが、物事はそう簡単ではない。これまでのような高

度成長下、中国のエネルギー需要は右肩上がりで増加してきた。成長のスピードが緩

くなった今でも、供給は需要に追い付かない。設置が比較的容易で、安定性のある火

力に走らざるを得ないのが現状だ。例えば、主要な産炭地である山西省には、１１件

の大型石炭火力発電所新設の計画がある。米国の調査団によると、２０２０年１月―

６月、中国の地方政府が許可した、石炭火力発電所の新規建設計画が、発電容量ベー

スで約５３ギガワットに上り、これは世界全体の同時期における建設計画の約９割を

占める。中国全土で、石炭火力発電所建設計画ラッシュなのだ。ただ、新設の石炭火

力発電は、環境基準が厳しくなっているのは事実だ。新設と言っても、多くは効率の

悪い旧式の発電所から、環境負荷の低い最新型への置き換えである。全体として、Ｃ

Ｏ₂排出量は下がってゆくだろうと多くの専門家はみている。それには大きな努力が必

要なのである。習近平の提示した目標を達成できなければ、地方政府のトップは、厳

しく責任を追及されるのは必至だ。それに中国のメンツは潰れ、世界の非難を浴びる。

だから具体的に取り組む地方政府は必死なのである。その必死さが過剰反応を引き起

こし、今回の電力不足をもたらした大きな原因だ。 

 今年９月末、北京と上海で、主に昼間の時間帯だが、一時計画停電が実施された。

最も深刻な状態になったのは東北 3 省で、瀋陽では一時交通信号が止まり、渋滞が起

きたという。また吉林では、電力不足から一時水道の供給が乱れたと聞いた。また電

力不足は外資系工場にも及び、少なからぬ工場が操短や一時操業停止を余儀なくされ

た。江蘇省では、米国アップル社やテスラ社に部品を納入している台湾系工場が一時

操業停止に追い込まれた。その他、半導体の原料であるリン酸（黄リンから抽出）生

産も打撃を受けた。リン酸の生産量は、中国が世界の 7 割を占める。中国が最大の生

産国である尿素の生産も大きな

影響を受けた。これはディーゼ

ル車排ガス抑制に不可欠である。

10 月から中国政府は尿素の輸出

制限に踏み切った。この輸出制

限により、全面的に中国に頼っ

ていた韓国はパニック状態とな

った。 

 このように、中国の温室効果

排出ガス・気候変動政策は、中

国内外で大きな波紋を呼び、生

産だけでなく民生にも大きな影

響を与えた。さすがに中国政府

も事態を重く見て、電力不足の

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

⚫ 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

⚫ 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

⚫ 北京大学経済学部卒業 

⚫ 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

⚫ 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 
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緩和に向けて、石炭生産の抑制政策を転換し、増産に舵を切った。山西省、内モンゴ

ル、陝西省などの産炭地は、石炭増産に向けて、閉鎖していた炭鉱を再開させている。

江蘇省、浙江省、広東省など、沿海部の、工場が集積している省は、産炭地と契約を

結び、安定供給を図ろうとしている。 

 経済成長と環境保護を両立させるのは至難だ。特に中国のような巨大な発展途上国

は、常に理想と現実の乖離が起きる。しかし、これを乗り越えないと真の「責任ある

大国」にはなれない。 （２０２１年１１月２４日）（止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-bj.net 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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